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香川地域継続検討協議会 規約 

 

（目的） 

第１条 今後発生する南海トラフの巨大地震による被害は、東日本大震災を踏まえると、

個々の組織に止まらず広域的な災害が発生し、地域が機能不全に陥る恐れがある。このよ

うな事態に対応するためには、大規模かつ広域的な災害発生を想定した地域継続計画

（District Continuity Plan：DCP）の策定・運用が必要である。香川県は、中央防災会議が

平成 18 年 4 月に定めた「東南海・南海地震応急対策活動要領」により、同地震が発生し

た場合の四国の緊急災害現地対策本部が設置されることになっているなど、四国の防災拠

点としての役割が期待されていることから、早急に DCP を策定することが必要である。 
香川地域継続検討協議会（以下、「協議会」という）は、DCP の策定はもちろんその実

効性を担保するために、各機関が既に策定している事業継続計画（Business Continuity 

Plan：BCP）についても DCP の視点からの見直し・改善を図るとともに、BCP の策定が

遅れている機関・組織の BCP の策定支援を行い、四国地震防災基本戦略の推進を図るこ

とを目的とする。 

 

（活動） 

第２条 協議会は，前条の目的を達成するため，次の活動を行う。 

(１) 地域全体の防災力向上を目指した地域継続計画（DCP）の検討に関すること 

(２) 事業継続計画（BCP）及び地域継続計画（DCP）の普及に関すること 

(３) その他，協議会の目的を達成するために必要な活動に関すること 

 

（組織） 

第３条 協議会は、別表に掲げる行政機関、民間企業、団体等で構成する。ただし、必要

に応じて構成員以外の関係機関、団体等を追加することができる。 

 

（会長及び会長代理） 

第４条 協議会に会長及び会長代理を置く。 

２ 会長は、香川大学危機管理研究センター長とする。 

３ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

４ 会長が構成員の中から会長代理を指名する。 

５ 会長代理は、会長を助け、会長に事故があるときは、その職務を代理するものとする。 

 

（会議）                                              

第５条 会長は、構成員の２分の１以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 

２ 協議会には、構成員が指名した者を代理として会議に出席させることができ、この場

合、構成員が出席したものとみなす。 

３ 会長は、必要に応じて構成員以外のものを会議に出席させ、意見等を求めることが

できる。 

 

（事務局）                                                        

第６条 協議会の事務局は香川大学危機管理研究センターに置くものとする。                            

 

 

 

（その他） 
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第７条 この規約に定めのない事項及び疑義のある事項については、本会で協議の上、

これを定める。 

 

 

附則 

（施行期日） 

第８条 この規則は、平成２４年５月３１日から運用する。 

 

 

別表（第３条関係） 

 
  総務省 四国総合通信局 総務部総務課長 
  総務省 四国総合通信局 無線通信部陸上課長 
  厚生労働省 四国厚生支局 企画調整課長 

経済産業省 四国経済産業局 総務企画部 総務課長 
経済産業省 中国四国産業保安監督部四国支部 管理課長 
国土交通省 四国地方整備局 企画部広域計画課長 
国土交通省 四国地方整備局 企画部防災課長 
国土交通省 四国運輸局 総務部安全防災・危機管理調整官 

  国土交通省 国土地理院四国地方測量部 防災情報管理官 
  気象庁   高松地方気象台 防災業務課長 

香川県 危機管理総局危機管理課長 
香川県 土木部 技術企画課長 

  高松市 総務局 危機管理課長 
  高松市 上下水道局 企業総務課長 
  (社)香川経済同友会 調査課長 

  高松商工会議所 総務部企画・広報担当課長代理 
  香川大学危機管理研究センター長 白木 渡 
  香川大学工学部教授 井面 仁志 
  香川大学危機管理研究センター特命准教授 磯打 千雅子 
  四国電力(株)総務部渉外・危機管理グループリーダー 
  西日本電信電話(株) 四国事業本部 設備部災害対策担当課長 
  (株)NTT ドコモ四国支社 ネットワーク部災害対策室 担当課長 
  四国ガス(株) 高松支店次長 

 
 


